
はじめに
世界的な高齢化による人口構造の変化と平均寿命の延
伸から，健康寿命が注目されている．健康寿命とは，継
続的に医療や介護に依存せず，自立した生活が送れる生
存期間のことを意味し1），2000年に世界保健機関
（World Health Organization: WHO）が提唱している．一
方，日本では「健康日本 21（第二次）」2）として，国民の
健康づくり運動を促すことで，健康寿命の推進を試みて
いる．また，高齢者の生活を支える社会保障制度である
介護保険領域においても「地域包括ケアシステム」を構
築し，社会保障を意味する公助に頼らずに可能な限り住
み慣れた地域生活で生活を送れるようなシステムを目指

し，健康寿命延伸に寄与している3）．これらは，たとえ
介護が必要な状態であっても，いかにその状態を軽減さ
せ，より健康な生活が送れるかという健康寿命の延伸が
重要な課題であることを意味している．
このような健康寿命を脅かす要介護状態となる要因と
しては認知症や脳卒中，骨折4）などがあり，さらに要介
護状態の予後には様々な要因が関係している5-9）．こう
した予後を予測するための医学的な指標のひとつに，5
年生存率が用いられる．5年生存率とは，悪性腫瘍の予
後予測に対して用いられており，ある疾患に対する予後
を予測する指標とされている．しかし，この 5年生存率
は悪性腫瘍だけに用いられるものだけではなく，慢性閉
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塞性肺疾患（COPD）10）や糖尿病11）などの予後予測にも
用いられるなど，近年では広く用いられている．実際
に，長田ら12）は某自治体の一時点における各要介護度に
おける生存率を経年的に調査し，要介護度別の生存率で
最も差が大きくなるのは 5年後であったと報告してい
る．また，要支援の 5年生存率が 72.3％に対し，要介
護 5では 22.2％と，約 50％の差があり，生存率 50％

に達するまでの期間は，要介護 5が観察開始後約 2年，
要介護 4が約 3年，要介護 3が約 4年，要介護 2が約 5
年と，要介護 5から 2まではほぼ 1年間の等間隔であっ
たことを明らかにしている（図 1）．さらに，熊澤13）は 1
万人レベルの各要介護度の変化率について縦断的に調査
し，各要介護度の 2年後の要介護度の推移を明らかに
し，要介護度が増すに従って 2年後の死亡率は増加する

図 1．要介護度別経年生存率
※長田12）を参考に筆者作成

表 1．各介護度における 2年後に変化する要介護度等とその割合

※熊澤13）を参考に筆者作成
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ことを報告している（表 1）．
日本の人口構造の変化やそれに伴う社会保障制度の変
遷をみると，要介護者がいかにその要介護度を軽減させ
た状態で平均寿命を延伸させるかを検討する必要があ
る．しかし，日本の少子高齢化の現状を考慮すると14），
限りある社会保障資源を効率的に分配していく必要があ
る．そのためには，たとえ介護が必要な状態になっても
可能な限り公助に頼ることなく日々の生活を送らなけれ
ばならない．つまり，要介護度を改善させながら平均寿
命を延伸させることが重要であり，これは健康寿命の延
伸にも直結することといえる．実際に，内閣府15）による
と 2010年と 2019年の平均寿命と健康寿命を比較し，ど
ちらも延伸しているが健康寿命の延伸は平均寿命の延伸
を上回っていることを報告している．ただし，ここで用
いられている健康寿命は「日常生活に制限のない期間」
と定義されているため，要介護認定者は定義上除外され
てしまう．要介護認定者が要介護状態から脱することが
健康寿命を延伸させるためには最も望ましいものの実際
には容易ではないため，重要なことは要介護状態にあっ
てもいかに自立度を向上させ要介護状態をより低くする
かということになる．これは，今後も平均寿命の延伸が
予想されている日本16）にとっては重要な課題であるとい
える．
これらを検討するために必要なこととして，まず要介
護度を改善させながら生存率を上昇させる指標を明らか
にすることである．しかし，介護保険分野においてこれ
らの指標となるものについて議論している報告は見当た
らない．ただし，これらを検証するためにはビッグデー
タを用いたうえで，さらに様々なバイアスを排除した分
析が必要となり，研究目的によっては多くの時間や費
用，さらには十分な倫理的配慮も必要となり，そのハー
ドルは極めて高いといえる．このような場合，コンピ
ュータ上で仮想の標本を作成し分析していくシミュレー
ション・モデルが有用となる．シミュレーション・モデ
ルは，現実的な方法でシステムの変動を捉えることがで
きることに加え，既存の複雑性を忠実に表現しながら，
希望通りの精度で結果を出すことができるという特徴が
ある17）．仮想の標本を確率的に作成することで不確実性
を再現することが可能となり，より現実に即した標本を
作成することができる18）とされており，確率シミュレー
ション・モデルは医療経済学領域などでも用いることが
できる19）．
以上より，本研究では先行研究を基盤に各要介護度で
予後予測の指標として用いられる 5年生存率を上昇させ
るためには健康寿命の延伸という観点から要介護度がど
のような推移をとることが望ましいかについて，確率シ

ミュレーション・モデルを構築して仮想の標本から検討
していく．本研究の意義は，仮想データを用いて健康寿
命の延伸と生存率の上昇について検討することで，介護
サービスが要介護度に及ぼす効果の検証や介護保険制度
による費用対効果の検証などの基礎研究となり，ウェル
ビーイングな社会を達成するために必要な社会保障制度
の構築と運営に寄与することができることである．

方法
本研究では，要介護認定者の生存率，死亡や要介護非
該当を含めた要介護度の経年推移について報告した長田
ら12）や熊澤13）を参考に確率シミュレーション・モデルを
構築し，検討した．ただし，これらの先行研究では死亡
とは別に自立度の向上によって要介護状態からの卒業を
意味する修了について十分に言及されていなかったた
め，別に推移確率を設定する必要がある．まず，確率シ
ミュレーション・モデルの計算に必要な各要介護度が死
亡や修了，さらには更新によって要介護度が変化する確
率を設定した．長田ら12）の研究による要介護認定者の経
年生存率は累積生存率であるため，これを参考に 5年間
における各要介護度における単年毎の経年別死亡率を以
下の通り算出した．1年目の死亡率は 100％から 1年目
の累積生存率を減ずることで求めることができる．2年
目以降については，求めたい年の前年の累積生存率から
求めたい年の累積生存率を減ずることで単年毎の死亡率
を算出した．この死亡率を 5年間の経過の中で起こる各
年毎の死亡率としての条件設定とする．次に 5年間で死
亡しなかった，つまり生存者がどのような要介護度を 5
年間で推移するかについての条件設定である．5年間と
いう期間で加齢による変化を考慮すれば，1年後と 5年
後の死亡率は同等ではないことも考慮する必要がある．
そのため，100％から先に導出した経年別死亡率を減じ
た結果から，みずほ情報総研株式会社20）の 1回目と 2回
目の要介護度の推移をもとに，各要介護度における 1回
目の総数から 2回目の各要介護度へ移行した割合を算出
し，これを生存者がどのような要介護度を 5年間で推移
するかの推移確率とした（表 2）．なお，参考とする先
行研究では要支援者については現行の要支援 1と要支援
2という 2段階ではなく，平成 18年 3月以前の介護保
険制度である旧制度の 1段階であるため，本研究では要
介護認定者のみを対象とした．
シミュレーション方法21, 22）は以下の通りである．ま
ず，1人の仮想要介護者の要介護度を設定し，毎年要介
護度の更新があると仮定した．初期に設定された要介護
度から表 2の確率に従って更新後の確率が付与される．
なお，更新によって決定される要介護度は更新直前の要
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介護度のみに影響を受ける．この方法を繰り返し，5年
後までの要介護度を付与した．死亡や修了となった場合
はその状態を残りの期間に割り振られ続けた．5年間分
の計算が終了すると，次の仮想要介護者の計算を開始し
た．これを 1万人分繰り返し仮想の要介護者のデータセ
ットを作成した（図 2）．以上の方法で作成した各要介
護度におけるデータセットを基準群とした．これに対
し，令和 4年度版高齢社会白書14）による高齢者の推移と
将来推計の公開データより，2025年から 2030年にかけ
ての 65歳以上人口の増加率が約 1％であったことを参
考に各年の死亡率を調整し 5年後の生存率が基準群より
も 1％上昇するデータセットを同様の方法で作成した．

これを処理群とした．この基準群と処理群を比較し，5
年生存率を上昇させるために理想的な各要介護度の推移
について検討した．
ただし，1回のシミュレーションで作成されたデータ
セットでは，不確実性による外れ値によってデータに不
安定性が生じる可能性が否定できず，その結果を用いて
比較検討するには妥当性の担保が十分ではない．そのた
め，両群各要介護度において上記のシミュレーションを
それぞれ 100回行い，その記述統計の結果を用いて比較
検討することとした．コンピュータは HP 社 Desktop
M01, CPU は Ryzen 5 3400G を使用し，モデルの作成か
らシミュレーションの計算については R（4.2.3）を用い

表 2．各介護における推移確率

※介護度の推移確率は 100％から表 1の死亡確率を減じたものに上記各確率の積を使用

図 2．本研究におけるシミュレーションによるデータセット作成フロチャート
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た．フリーソフトである R では種々のパッケー
ジをインストールすることで，それに応じた分析
が可能となり23），利便性と応用性の高い統計ソフ
トといえる．R は開発者チームによって基本パッ
ケージが開発・保守され，世界中の研究者等によ
って開発されたパッケージ群から構成されてい
る24）．本研究で用いたパッケージは ggplot2, re-
shape2, gridExtra である．
なお，本研究は先行研究の公表データに基づく
ものであり，「人を対象とする医学系研究に関す
る倫理指針」の適用対象外である．

結果
シミュレーションに用いるために算出した経年
別死亡率は表 3の通りである．シミュレーション
結果の記述統計とボックスプロットを表 4と図 3
に示す．各要介護度における基準群と処理群の 5
年後における要介護度を比較すると，要介護 1で
は平均値が 0.8％から 1.7％，中央値で 0.4％から
2.0％生存数が増加していた．同様に，要介護 2
では平均値が 0.6％から 1.7％，中央値が 0.2％か
ら 1.4％，要介護 3では平均値が 0.2％から 2.0
％，中央値が 0.1％から 2.2％，要介護 4では平
均値が 0.0％から 2.1％，中央値が－0.2％から
2.6％，要介護 5では平均値が－1.4％から 1.7％，
中央値が－1.3％から 2.0％の生存者数の変化が
みられた．
各要介護度の基準群と処理群の中央値における
差において，最も生存者数の増加が多い要介護度
は，要介護 1では要介護 1，要介護 2では要介護
5，要介護 3では要介護 4，要介護 4では要支援 1
と要介護 5，要介護 5では要介護 5であった．な
お，各要介護度において修了者数の差は 0から 1
名であった．一連のシミュレーションの計算に要
した時間は 15分 12秒であった．

考察
本研究では介護保険分野における要介護認定者
の健康寿命の延伸という観点から 5年生存率を上

表 3．経年別死亡率

表
4．
各
字
要
介
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度
に
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化
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記
述
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計
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昇させるための要介護度の推移について，確率シミュ
レーション・モデルを用いて検討した．その結果，各要
介護度において 5年生存率を 1％向上させるためには 5
年後に各要介護度における人口を平均値で約 0.0％から
2.1％程度増加させる必要性が示唆された．生存率を 1
％上昇させることと死亡率を 1％低下させることは同意
である．各要介護度において 5年間の要介護度の推移は
一様ではない．そのため，単純に各要介護度の生存者数
を増加させることで生存率を上昇させようとすることは
現実的ではないといえる．実際にシミュレーションによ
る結果では，各要介護度で様々な特徴がみられた．具体
的には，要介護 1では基準群と処理群の中央値で最も差
が大きかったのは要介護 1であり，次に差が大きかった
のが要介護 2であった．これらのことから，要介護 1で
は要介護度を維持する，もしくは加齢による変化を最小
減に留めることで 5年後でも要介護 2であることが 5年
生存率上昇に大きな影響を及ぼすことが考えられる．こ
れは要介護 3でも同様のことがいえると考える．ただ
し，要介護 5も基準群と処理群における中央値の差で最
も大きかったのは要介護 5であったものの，他の要介護
度への移行は少なく，要介護 5であれば医療的ケアによ
る生存者数を維持することで 5年生存率は上昇するが，

健康寿命の延伸という観点からみればさらなる検討の余
地はある．さらに，要介護 2では要介護 5が最も基準群
と処理群における中央値の差が大きく，次いで要介護 4
という結果であった．これについても単純に医療的ケア
の上昇によって生存率が上昇することを意味していると
いえる．これについても健康寿命の延伸という観点から
みれば，要介護 2より低い要介護度へ移行した生存者数
が上昇することが望ましいといえるため，特に要介護 2
についてはいかに要介護度を維持もしくは低下させるた
めの方策についてのさらなる検討が必要になると考え
る．一方で，今回の結果では要介護 4では基準群と処理
群の中央値における差において最も生存者数が多い要介
護度は要支援 1と要介護 5であった．これは実臨床場面
の観点からみると，例えば生命予後が良好な骨折で手術
をした場合，自宅生活を送るためには介護が必要な状態
と判断されれば介護保険が申請され，一時的に高い要介
護度が認定される場合がある．しかし，その後疾患や心
身状態の回復によって徐々に要介護度が下がっていった
という場面などが考えられる．つまり，要介護 4では要
介護認定を受けた時点の要因を細かく分析することで大
幅に要介護度を低下させられる可能性があることが考え
られる．これらの点については，様々な条件設定下でシ

図 3．各介護度における 5年後変化のボックスプロット
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ミュレーションをすることで，どうなることが単に平均
寿命の延伸だけではなく，健康寿命の延伸という課題へ
の解決へ寄与できるかについても今後検討していく必要
があるといえる．
健康寿命を延伸させ生存率を上昇させるためには要介
護認定から自立を意味する修了することが最も理想的で
ある．しかし，例えば要介護 5の認定を受けている要介
護者が修了することは容易ではない．本研究におけるシ
ミュレーションでも，各要介護度において基準群と処理
群において修了の人数には大きな差がみられなかった．
このことについては，明らかな疾病等のエピソードが無
くても 5年という期間で一般的な「老い」による心身機
能面の低下を考慮すれば妥当な結果とも考えられる．つ
まり，要介護者の健康寿命の延伸を達成するためには，
要介護認定からの修了だけではなく，要介護度をいかに
悪化させないかという視点に立つことも重要であると考
えられる．高齢者の介護予防に関する様々な報告はある
が25），運動機能を前後比較するものが多く，直接的に介
護サービスの介入による要介護度の変化を長期的に追跡
した報告は少ない．その為，今後は具体的な介護サービ
スが要介護度の経年変化に与える影響等の分析などが必
要になると考えられる．これらのことを明らかにするこ
とにより，その効果による健康寿命の変化や介護保険制
度における費用対効果などの研究に繋げることができる
ようになり，本研究の結果はそれらの研究で導き出され
た結果との比較をするための対象とすることができるこ
とや，効果検証のための指標のひとつとして貢献するこ
とができると考える．また，大塚・谷口26）は公的に発表
されている日本国民の統計データをもとに健康寿命と要
介護者数の将来推計を行っているものの，健康寿命は平
均寿命ほどの延伸はみられないと報告している．このこ
とから，健康寿命延伸を達成するためにも，本研究のよ
うな指標となるものを検討していくことは今後の健康寿
命延伸の施策にも繋げることができると考える．ただ
し，健康寿命の値についてはその定義や計算方法によっ
て異なることがあり，健康寿命と平均寿命の両方が伸び
ても，健康寿命の割合が減る可能性があるため，健康寿
命の延伸だけを目標とすることは，意図した目標を達成
できない可能性があるという指摘もある27）．そのため，
健康寿命に関わる要因を検証し，それがどのように影響
を及ぼしているのかといった詳細な分析が今後必要にな
ってくると考えられる．
確率シミュレーション・モデルは先行研究による結果
を用いて数理的に確率モデルを構築し，仮想のデータセ
ットを作成することが可能である．シミュレーション・
モデルは不確実性のある複雑なシステムを扱うのに最も

適したアプローチの一つとされ28），シミュレーションで
は実システムを詳細に表現することができ，実システム
そのものを使った実験よりも，実験条件の制御性を高く
保つことができるという利点がある29）．また，倫理的観
点からみると，ヒトを対象としたデータを取得していな
いため安全性が極めて高い．特に本研究のように，多く
の標本が高齢者を対象とし，さらには縦断的な研究の場
合は死亡によって標本から除外されてしまう危険性が高
く，研究デザインの立案においても相当な配慮を必要と
する．一方で，確率シミュレーション・モデルには結果
が真の値と乖離するという危険性も抱えている．その点
について本研究では，シミュレーションを 100回繰り返
すことによって配慮はしたものの，一定の限界ともいえ
る．シミュレーションによって予測モデルを構築するこ
とのメリットは，実データによる検証を実施する際に，
その比較対象とすることができることである．さらに，
生存率の変化を用いた研究は，新薬の効果やある疾患に
対しては治療の有用性を証明する指標として既に数多く
の研究で用いられている．これを巨視的にみれば国の指
針や政策による効果を検証することや新しい施策のため
の根拠資料になることも可能と考える．今後は，さらに
年齢や性別などの予後変数を用いた予測モデルを開発
し，実証検証を含めた外的妥当性について評価する必要
があると考える．外的妥当性が担保されれば，具体的な
介護サービスが要介護者に与える影響やその費用対効果
など様々な研究に応用することができ，より良い高齢者
の生活の獲得や社会保障費の抑制にも繋げることができ
る．また，本研究で用いた確率シミュレーション・モデ
ルは長田ら12）の報告による要介護度別における経年生存
率を基盤にしている．そのため，本研究における生存率
も長田ら12）が報告した曲線状の経年生存率に近似した曲
線を辿ることとなる．本研究の結果は生存者数について
は増加した一方で，修了者数に大きな差はなく，社会保
障資源を効率的に分配するという観点からみるとその目
的を十分に達成するものとはいい難いところも限界の一
つである．しかし，本研究でも用いた生存率の 1％上昇
という数値は，日本の政府から公表された人口の将来推
計を参考にしていることから，かなり高い確率で近い将
来日本で現実に起こることといえる．本研究の結果と上
記の限界を踏まえて，高齢になっても安全かつ安心して
生活できる社会保障制度の構築に寄与できるように，更
に検討する必要がある．

結論
本研究では確率シミュレーション・モデルを構築し，
各要介護度で 5年後の生存率が 1％上昇するために必要
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な仮想的な 5年後の死亡や要介護認定修了を含む要介護
度の変化について検討した．その結果，各要介護度にお
ける 5年後に生存率が 1％上昇するための推移について
の指標が示唆された．しかし，単に平均寿命の延伸だけ
ではなく，健康寿命の延伸という立場からは今回のシミ
ュレーション結果だけでは不十分であり，シミュレーシ
ョンにおける詳細な条件設定なども含めて健康寿命の延
伸のために更なる検討が必要である．

利益相反
本論文に関して，開示すべき利益相反関連事項はな
い．
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Indicators of Healthy Life Expectancy Extension and
5-year Survival Rate Increase for People Certified
for Long-Term Care Need
－A Stochastic Simulation Model－
Makoto Suzuki1*, Nobuyuki Honda2, Daisuke Kimura3
1 Department of Occupational Therapy, Faculty of Health Sciences, Bukkyo University
2 Division of Occupational Therapy, Department of Rehabilitation Sciences, Faculty of Allied Health Sciences, Kansai University of Welfare Sciences
3 Department of Occupational Therapy, Faculty of Medical Sciences, Nagoya Women’s University

ABSTRACT
This study employs a stochastic simulation model to examine the level of care adjustments required to in‐

crease the 5‐year survival rate, with the aim of extending the healthy life expectancy of individuals certified as
requiring long‐term care under long‐term care insurance. To achieve this, we began by creating a hypothetical
dataset comprising of 10,000 individuals, serving as a reference group for probabilistic 5‐year care needs. Addi‐
tionally, a data set was generated in which the survival rate after five years was 1% higher than that of the
normal group after adjusting for mortality in each year, and this was designated as the treatment group. To
eliminate the risk of data instability and mitigate uncertainty‐related outliers, we generated the hypothetical
data sets 100 times each and compared the results using descriptive statistics between the reference and treat‐
ment groups. The results suggest that, in order to improve the 5‐year survival rate by 1% in each level of care,
the population within each level of care needs to increase by a maximum of approximately 2.1% after five
years. To contribute to the establishment of a social security system that enables safe and secure living for the
elderly, it is necessary to develop a prediction model using prognostic variables such as age and gender, and to
evaluate its external validity, including empirical validation. Once its external validity is confirmed, the model
can be applied to various studies, such as assessing the impact of specific long‐term care services on individuals
requiring care and their cost‐effectiveness. Furthermore, we believe that this research will lead to better living
conditions for seniors and the curbing of social security costs.

Key words: 5‐year survival rate, stochastic simulation, healthy life expectancy
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